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１. 本プランの位置付け 

本プランは、「あいち経済労働ビジョン 2021-2025」（2020年 12月策定）に沿って、産

業立地を支援する諸施策を強化する具体的な方針を示すものである。 

２. 対象期間 

○ 計画期間は、2027年度までの 5年間とする。 

○ なお、プラン策定後は、毎年度、進捗状況のフォローアップを行うとともに、次期

「あいち経済労働ビジョン」の策定に合わせて、必要に応じて中間的な見直しを行う。 

３．取組の方向性 

○ 愛知県は、これまで製造品出荷額等が 1977 年以来継続して全国一位を維持してお

り、輸送機器産業を中心とした重厚なモノづくりの産業基盤をベースに、我が国の経

済を牽引してきた。 

○ しかしながら、近年、AIや IoT等のデジタル技術を核とした第 4次産業革命が進展

するとともに、自動車産業が CASEや MaaSの動きの活発化により 100年に一度の大変

革期を迎えるなど、企業を取り巻く環境は大きく変化している。加えて、半導体不足

に端を発した納期の長期化や、燃料・原材料価格の高騰、急激な為替変動といった様々

な問題にも直面している。 

○ また、生産年齢人口の減少に伴い、事業活動を支える人材の確保・育成が課題となっ

ている一方、そうした課題に対応するため、IoT やロボット等を活用した省人化・無

人化や自動化、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）などによる業務の効率

化の必要性も高まっている。 

○ さらに、経済活動における持続可能性の重要性も高まり、国連の定める SDGs（持続

可能な開発目標）やカーボンニュートラル等への対応も求められているところである。 

○ こうした中、今後も、我が国のモノづくりを牽引する本県の産業競争力の維持・拡

大を図るためには、更なるモノづくり産業の集積を推進するのみならず、スタート

アップを起爆剤としたイノベーションの創出により、より付加価値の高い事業を生み

出していくことが重要である。 

○ そのためには、企業を取り巻く環境の変化に対応しながら、外国・外資系企業を含

む県外企業の誘致や県内企業の再投資を促進する取組を推進し、大きな成長が期待さ

れる次世代産業や、高付加価値のモノづくりの維持・拡大に資する研究施設やマザー

工場等の立地を図ることで、この地域のモノづくり産業の集積をさらに強固なものに

していかなければならない。 

○ さらには、スタートアップの創出・育成・誘致を図ることで、本県モノづくりの技

術とスタートアップの新たなアイデアやビジネスモデルを融合させ、革新的な技術や

サービスを生み出す、イノベーション創出の土壌を形成していく必要がある。 
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４. 目指すべき姿 

○ 県、名古屋市はもとより、市町村、経済団体等との連携の下、立地優遇施策や用地

の確保など、総合的な取組を実施することによって、自動車、工作機械、繊維や窯業

といった地場産業などのモノづくり産業の厚い基盤に、航空宇宙、ロボット等の次世

代産業の集積を図り、更なる産業競争力の強化や雇用の維持・拡大を促進する。なお、

施策等の実施にあたっては、SDGsなどの社会的要請も踏まえながら取り組む。 

○ 高い産業競争力に基づく圧倒的な経済活力と質の高い雇用を背景に、国内外から更

なる企業や人材を呼び込み、集積が更なる集積を呼び、それが新たな産業展開や雇用

の創出につながるという好循環を生み出していくことに加え、スタートアップと連携

したイノベーションの創出等によるデジタル技術とモノづくりの融合などを通じて、

社会経済の変化に対応した愛知独自の成長モデル（愛知型成長モデル）を進化させる。 

５. 重点産業分野 

「あいち経済労働ビジョン 2021-2025」等に位置付けられた将来の本県経済を牽引し

得る次世代産業分野、「愛知県の産業集積の推進に関する基本指針」に位置付けられた集

積業種の分野、地域未来投資促進法に基づく「愛知県基本計画」に位置付けられた、こ

の地域に大きな経済波及効果を及ぼすと見込まれる分野を対象として、産業立地支援の

取組を重点的に展開する。 

あいち経済労働ビジョン 

2021-2025 

次世代自動車、航空宇宙、環境・新エネルギー、ロボット、健康長寿等の次世

代産業分野 

愛知県の産業集積の 

推進に関する基本指針 

地域 集積を図る産業分野 

西尾張地域 
輸送機械関連、繊維関連、電気・電子機器関連 

機械・金属関連、農商工連携関連 

東尾張地域 
輸送機械関連、繊維関連、機械・金属関連 

健康長寿関連、新エネルギー関連、農商工連携関連 

西三河地域 
輸送機械関連、電気・電子機器関連、機械・金属関連 

健康長寿関連、農商工連携関連 

東三河地域 
輸送機械関連、繊維関連、機械・金属関連 

健康長寿関連、新エネルギー関連、農商工連携関連 

地域未来投資促進法に 

基づく愛知県基本計画 

 

 
 

素材型産業の産業集積を活用した成長ものづくり分野 

加工組立型産業の産業集積を活用した成長ものづくり分野 

生活関連型産業の産業集積を活用した成長ものづくり分野 

情報通信産業の産業集積を活用した第４次産業革命分野 

東名・名神高速道路や中部国際空港・名古屋港などの交通インフラを活用し

た物流産業分野 
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６. 実施する施策 

（１）産業立地の推進体制 

○ 県は、1983年度に企業立地推進計画・施策の取りまとめ及び土地利用に関する調

整を行う「企業立地推進会議」を設立。2005年度に、戦略的な産業誘致の基本方針

の具体化を図る組織として「産業立地推進会議」へ改組し、副知事を会長として全

庁的な総合調整を行ってきた。 

○ 2011年度から、オブザーバーとして、名古屋市の参加を得て、同市との連携の下、

東京での共同プロモーション活動等を実施している。 

○ 2013年度以降は、知事を本部長とし、より広範な部局が参画する「あいち産業立

地推進本部」に発展改組し、知事のリーダーシップの下、名古屋市の協力を得つつ、

全庁を挙げて、産業立地の取組を推進している。今後も、環境の変化等に応じて適

宜、推進体制の見直しを図っていく。 

  

○あいち産業立地推進本部 

(本部長)  知事 

(副本部長) 副知事（経済産業局所管） 

(構成員)  政策企画局長 

      総務局長 

      防災安全局長 

      環境局長 

      経済産業局長 

      労働局長 

      農業水産局長 

      農林基盤局長 

      建設局長 

      都市・交通局長 

      建築局長 

      企業庁長 

      東京事務所長 

(オブザーバー) 

      名古屋市経済局長  

 

○ このほか、県、市町村や経済団体で構成する「愛知県産業立地推進協議会」等の

組織との連携を含め、産業立地施策とその推進体制について、検討・充実を図って

いく。 
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（２）各種優遇施策等による産業立地の支援 

① 立地優遇施策 

○ 2012 年度から、毎年度、法人県民税の一定割合を「産業空洞化対策減税基金」

として積み立て、これを原資とする補助制度を運用している。2023年度以降にお

いても、当該制度を活用し、県外企業の新規立地や県内企業の再投資、研究開発

等を積極的に支援していく。 

○ 企業が立地する際、土地・家屋の取得にかかる不動産取得税については、従来

の軽減措置に加え、2013年度から、「アジア No.1航空宇宙産業クラスター形成特

区」の区域等における航空宇宙分野の企業の立地を対象として、新たに免除措置

を設け県内外からの企業立地を促進している。 

○ 企業庁用地に関し、引き続き、土地分譲代金の長期分納制度、土地リース制度

といった立地優遇措置を運用する。 

 

（主な県の優遇制度） 

21世紀高度先端 

産業立地補助金 
高度先端分野における大規模投資案件等を支援。 

新あいち創造産業立地補助金 

（Ａタイプ） 
市町村と連携して、県内企業の再投資案件を支援。 

新あいち創造産業立地補助金 

（Ｂタイプ） 

サプライチェーンの中核をなす分野、成長産業分野、大規

模感染症リスク対策関連分野における投資案件を支援。 

新あいち創造産業立地補助金 

（Ｃタイプ） 
県内に拠点のないソフト系 IT企業の県内進出を支援。 

産業立地促進税制 

・土地・家屋の取得にかかる不動産取得税を軽減（軽減税

額：大企業 1/2、中小企業 3/4）。 

・2013 年度から、「アジア No.1 航空宇宙産業クラスター

形成特区」の区域や、その所在する市町村の工業系用途

地域等に立地する航空宇宙分野の企業については、不動

産取得税を全額免除。 

土地分譲代金の 

長期分納制度 

企業庁用地の分譲代金について、10 年以内の分納制度を

設定。 

土地リース制度 企業庁用地について、10～20年以内のリース制度を設定。 

 

〇 名古屋市では、オフィス、工場、研究施設など、多様な進出形態を幅広く支援

する制度を運用している。県・名古屋市の施策を適切に組み合わせ、相互に補完

し合う。 



5 

 

（主な名古屋市の優遇制度） 

名古屋市産業立地促進補助金 
名古屋市内で、家屋・機械設備を新たに取得又は建築し、

オフィス、工場、研究施設を開設する企業を支援。 

名古屋市内 

企業再投資促進補助金 
県と連携して、名古屋市内企業の再投資を支援。 

ＩＣＴ企業等集積促進補助金 

名古屋市内で新たに事業所を開設する企業や事業所開設

後にさらなる事業拡張を行う企業に対して、開設に要する

経費の一部や事業拡張に要する経費の一部を支援。 

外資系企業等進出促進補助金 

名古屋市内で新たに事業所を開設する外資系企業等や事

業所開設後にさらなる事業拡張を行う外資系企業等に対

して、開設に要する経費の一部や事業拡張に要する経費の

一部を支援。 

本社機能等立地促進補助金 
名古屋市内に本社機能等を移転または新たに開設する企

業に対して、経費の一部を支援。 

フラグシップ企業強化促進 

補助金 

50 年以上継続して名古屋市内に本社を有する企業が、オ

フィス、工場、研究施設の新増設等を行う際に要する経費

の一部を支援。 

スタートアップ集積促進 

補助金 

名古屋市内で新たに拠点となる事業所を開設するスター

トアップ企業に対して、開設に要する経費の一部を支援。 

なごやサイエンスパーク研究

開発型企業団地研究開発施設

等立地補助金 

なごやサイエンスパーク内の研究開発型企業団地におけ

る立地企業を支援。 

〈外国・外資系企業に対する進出・定着支援施策〉 

○ 県、名古屋市、公益財団法人名古屋産業振興公社、国立大学法人東海国立大学

機構名古屋大学で組織する「INVEST IN AICHI-NAGOYA CONSORTIUM」において、

マッチング機会の提供など外国企業等の県内進出を促進するとともに、県内で開

催される展示会への出展支援等を行い、県内外国企業等の定着を促進する。 

○ 東海 3県、名古屋市、経済団体等で組織する「グレーター・ナゴヤ・イニシア

ティブ協議会」（GNIC）において、会社設立や人材募集など、当地での拠点立上げ

を資金面から支援する。 

 

② 規制緩和の推進 

○ 工場立地法、地域未来投資促進法、総合特別区域法又は国家戦略特別区域法に

基づき、市町村において、工場立地に係る緑地面積規制の緩和が可能となってい

ることから、県として各市町村が地域の実情に応じてその取組を推進するよう促

していく。 
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○ 「都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例」(2011 年 7 月制

定)に基づき、行政手続を合理化・迅速化したことを受け、市街化調整区域におけ

る工場・研究所の適切な立地を促進する。 

 

（３）市町村、経済団体等と連携した産業立地の促進 

○ 「新あいち創造産業立地補助金（Ａタイプ）」を活用し、市町村と連携して、県内

企業の再投資を支援する。これに対応する優遇制度を導入していない市町村に働き

かけ、同補助金の適用対象地域の拡大を図る。 

○ 市町村と連携して、地元企業への定期的な訪問を行うほか、愛知県産業立地推進

協議会とともに企業立地に関する広報・ＰＲ活動などを実施し、県外企業の新規立

地や県内企業の再投資を促進する。   

 

（４）産業立地環境の整備 

① 用地の確保 

○ 用地の確保に当たっては、まず、市街化区域内の工業系用途地域内の遊休地、

工場跡地など、既存用地を有効に活用するとともに、市街化調整区域内の適地に

ついては、市街化区域への適切な編入を推進する。 

○ その上で、用地に対する企業のニーズに的確に応えるため、市街化調整区域内

において、優良な用地を整備する。 

 

② インフラの整備 

本県は、陸海空の交通インフラが整った、我が国の交通の要衝となっている。 

多様な経済活動を支えるとともに、企業立地を促進する観点から、引き続き、利

便性の高い広域基幹道路網、港湾、空港といった交通インフラの整備を推進する。 

〈主なインフラの整備計画〉 

【道路】 

○ 名古屋環状２号線 

一般部 国道 302号の暫定２車線区間の４車線化整備促進 

○ 三遠南信自動車道 

東栄 IC～鳳来峡 ICの整備促進：2025年度開通予定 

○ 名豊道路  

蒲郡バイパスの整備促進：2024年度開通予定 

野依 IC～大崎 IC・前芝 IC～豊川為当 IC・幸田芦谷 IC～西尾東 ICの４車線化整 

備促進 
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○ 国道 41号 

 名濃バイパス（南新田交差点～五郎丸交差点）の６車線化促進：2023年度開通予定 

○ 西知多道路 

東海 JCT、長浦 IC～日長 IC（仮称）の整備促進 

大田 IC（仮称）、日長 IC（仮称）～常滑 JCT（仮称）の整備推進 

【港湾】 

○ 名古屋港 

国際産業戦略港湾として必要な施設整備の推進 

飛島ふ頭地区 ふ頭再編改良事業の促進（R2岸壁(-15m)(耐震)、荷役機械） 

金城ふ頭地区 ふ頭再編改良事業の促進（ふ頭保管用地（16.3ha）） 

名古屋港の機能強化・維持に伴い発生する浚渫土砂の新処分場の整備促進 

○ 衣浦港 

中央ふ頭西地区ふ頭用地整備の推進  

中央ふ頭西６号岸壁の改良の促進  

○ 三河港 

神野地区国際物流ターミナル整備の促進（北防波堤の整備） 

田原地区 耐震強化岸壁の整備の促進 

蒲郡地区 ふ頭用地整備の推進 

 【空港】 

○ 中部国際空港 

第二滑走路の整備（完全 24時間化）を始めとする機能強化の早期実現：2027年度 

第二滑走路供用開始予定 

○ 県営名古屋空港 

コミューター航空・ビジネス機など、小型航空機の拠点化の推進 

【中部国際空港の周辺整備】 

○ MICEを核とした国際観光都市の実現を目指し、魅力ある機能整備の具体化に向け 

た検討を実施 

【鉄道】 

○ リニア中央新幹線の建設促進（東京都～名古屋市間：2027年度開業、 

東京都～大阪市間：2045年(*)開業〈*財政投融資を活用した国の支援策により最大 8 

年間の前倒し〉） 

 

③ 災害対策の推進 

大規模地震、津波対策として、構造物の耐震化、港湾施設の整備等を着実に推進

する。 
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〈主な防災対策〉 

○ 東日本大震災の教訓や本県の新たな地震被害予測調査結果を踏まえて 2014 年度に策

定した「第 3次あいち地震対策アクションプラン」に基づき、アクション項目に掲げる

取組を着実に推進する。 

○ 緊急輸送道路等の橋梁の耐震化を推進し、災害に強い道路ネットワークを確保する。 

○ 大規模災害発生時に、本県の社会・経済活動を維持するため、名古屋大学、名古屋市

と共同で設置した「あいち・なごや強靱化共創センター」（2017年 6月設置）において、

この地域を強靱化するための調査・研究や中小企業のＢＣＰ策定を支援するための講習

会等を実施する。 

○ 耐震強化岸壁の整備 

三河港 田原地区 岸壁（-10ｍ）整備の促進 

○ 衣浦港・三河港港湾機能継続計画の推進 

港湾機能継続計画（BCP）協議会の開催、臨海企業等への周知、啓発 

○ 愛知県営工業用水道地震防災対策実施計画に基づく施設の耐震化を着実に推進する。 

○ 政府の現地災害対策本部としての施設整備がなされた「名古屋市内の三の丸地区」と

同様に、「名古屋港」においても、基幹的広域防災拠点として国による整備が早急に進め

られるよう、国への働きかけ等の取組を推進するとともに、空港と高速道路網の２つに

直結する「名古屋空港・北西部」に全国から人員・物資の支援を受け入れ、県内全域に

供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」を整備する。 

④ 共同研究・技術開発の支援、人材育成等の推進 

研究開発環境の整備、産学行政連携等による研究開発・実証実験の支援、モノづ

くり人材の育成等を推進していく。 

〈主な取組〉 

【研究開発環境の整備】 

○ 「知の拠点あいち」を整備し、産学行政が連携する共同研究開発プロジェクトを実施

するなど、高付加価値のモノづくりを支える高度な研究開発環境を提供。 

・「あいち産業科学技術総合センター」（2012 年 2 月オープン）において、技術相談・指

導、依頼試験、試作品の作成・評価等を通じて、技術面から、立地企業を支援。 

・「あいちシンクロトロン光センター」（2013年 3月オープン）において、分子・原子レベ

ルの構造解析や成分分析等の場を提供し、立地企業の最先端のモノづくりを支援。 

・「実証研究エリア」（2016年 3月オープン）において、次世代成長産業の実証研究フィー

ルドの場を提供し、立地企業が行う取組を支援。 
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【産学行政連携等による研究開発・実証研究の支援】 

「産業空洞化対策減税基金」を原資とする「新あいち創造研究開発補助金」により、次

世代産業分野等において、企業等が行う研究開発や実証実験を支援。 

【モノづくり人材の育成】 

○ 地域産業を支える加工技術者を対象とする研修やセミナーを開催するとともに、モノ

づくりを支える基盤的分野における技術指導や研修生の受入を実施。また、優れた若手

研究者の研究活動を表彰し支援。 

○ 民間における職業訓練、技能検定等の職業能力の開発・向上に向けた取組を支援。ま

た、高校生を対象とする技能指導、子ども向けの体験学習を開催。 

○ 2023年度、2024年度、2025年度技能五輪全国大会・全国アビリンピックを Aichi Sky 

Expo を主要会場として開催する（2023 年度は国等の主催）とともに、技能五輪国際大

会の招致に向けた取組を実施。 

 

⑤ あいちスタートアップ・エコシステムの形成 

「Aichi-startup 戦略」に基づき「STATION Aiプロジェクト」を推進し、世界に

類例のない国際的なイノベーション創出拠点の形成を目指す。 

〈主な取組〉 

【「STATION Ai」の整備・運営】 

○ スタートアップを創出・育成し、海外展開を促すとともに、世界から優秀なスタート

アップを誘引するスタートアップ支援拠点として、名古屋市昭和区鶴舞において

「STATION Ai」（2024年 10月オープン予定）の整備を推進。 

【海外のスタートアップ支援機関・大学との連携】 

○ 「STATION Ai」を核とするスタートアップ・グローバルコミュニティ形成のため、海

外の先進的なスタートアップ支援機関・大学との連携を促進。 

・アメリカ・テキサス大学オースティン校、シンガポール国立大学、フランス・STATION 

F、中国・清華大学、イスラエル・イノベーション庁などと連携し、先進的な知見を学

ぶ交流セミナーや、県内スタートアップの海外展開プログラム等を実施。 

・世界トップレベルのアクセラレーターによる、県内等のスタートアップの成長支援と、

グローバルスタートアップと県内企業の協業を促進するプログラムを実施。 

【スタートアップ支援プログラムの実施】 

○ 「STATION Ai」のオープンに先駆け、スタートアップ向けオフィスや、統括マネー

ジャー等による総合的な支援体制を備えた「PRE-STATION Ai」を設置し、起業の支援や、

スタートアップと県内企業との協業に向けた支援、コミュニティ形成、ビジネスプラン

コンテストの開催等、スタートアップ関連事業を集中的に展開。 
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〇 スタートアップの資金調達環境の充実を図り、スタートアップの事業成長支援や国内

外の有力なスタートアップの誘引を促進するため、STATION Ai株式会社等が 2022年 5

月に設立した「STATION Ai Central Japan 1号ファンド」に出資。 

○ 新たな価値を創造する若年層の人材発掘・育成プログラム及び起業家育成プログラム

の実施、起業支援金の支給、県内スタートアップと首都圏を中心とするベンチャーキャ

ピタルとのミートアップ機会の提供、スタートアップ採用支援の実施等、スタートアッ

プを創出し、育成する取組を実施。 

【「STATION Aiパートナー拠点」の設立と地域支援】 

 ○ 県内全域にわたるスタートアップ・エコシステムの形成を目指し、各地域において主

体的にスタートアップ支援に取り組む機関等を「STATION Aiパートナー拠点」と位置づ

け、「STATION Ai」との連携・協力関係の構築を推進。 

 

（５）産業立地に向けたプロモーション活動等の推進 

① トップセールス等によるプロモーション活動の実施 

○ 愛知県産業立地推進協議会との連携の下、引き続き、東京や大阪でのセミナー

を通じて、首都圏や関西圏の企業に対し、各種優遇制度や当地の優れた立地環境

等について、ＰＲを行う。また、当地において、県内企業に対し、再投資を促進

するセミナーを開催する。 

○ 外国・外資系企業については、県の海外産業情報センター（上海、バンコク）

が中心となり、INVEST IN AICHI-NAGOYA CONSORTIUMや GNIC、独立行政法人日本

貿易振興機構（ジェトロ）との連携の下、専門家・機関の協力を得ながら、進出

先としての本県の魅力をＰＲする。また、GNICが主催する海外投資ミッション等

を通じ、派遣先国・地域の企業に対し、当地での投資を働きかける。 

 

② 企業への情報提供及び相談対応 

○ ワンストップ相談窓口である「産業立地サポートステーション」（本庁と東京事

務所に設置）において、毎年度 1,700件以上の県内外の企業訪問・相談対応を実

施し、工業団地や遊休地の用地情報、県・市町村の各種優遇制度等の情報提供を

行うとともに、企業からの相談にきめ細かく対応する。 

○ Ｗｅｂサイトや各種セミナー等により海外・県外企業への情報発信を行うとと

もに、東京事務所や海外産業情報センター等の県機関や、INVEST IN AICHI-

NAGOYA CONSORTIUM、GNIC、ジェトロ等の団体と連携した誘致活動を推進する。 


